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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第73期
第２四半期
連結累計期間

第74期
第２四半期
連結累計期間

第73期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (千円) 47,936,321 48,758,925 126,807,837

経常利益 (千円) 4,747,092 4,406,304 12,749,687

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 3,029,930 2,999,843 8,518,586

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 3,382,310 2,900,291 8,005,035

純資産額 (千円) 58,903,376 65,010,986 62,960,546

総資産額 (千円) 95,235,883 104,384,501 114,156,766

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 85.62 84.91 240.92

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 60.8 61.3 54.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 5,254,817 12,791,676 2,123,722

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △508,759 1,924,647 △801,047

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,624,449 △857,418 △2,199,000

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 21,828,172 31,689,143 17,830,238
 

　

回次
第73期
第２四半期
連結会計期間

第74期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 58.75 57.23
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

 ２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 
２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1)　業績の状況

当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、受注高は、鉄道関連工事における増加はもとより、『３Ｄ戦

略』（スリーディ戦略）の推進により官公庁など幅広いお客様からの受注も順調に増加し、前年同期比8,683百万円

増加の57,756百万円となりました。また、売上高は、各種繰越工事が順調に進捗し、官公庁、民間一般の完成工事

高が増加したことにより前年同期比822百万円増加し、48,758百万円となりました。

利益につきましては、当社が過去に施工した耐震補強工事における仮締切材の不適切な処理に関し、平成28年３

月期に完成工事補償引当金を計上しましたが、今後発生する追加費用見込額が算定されたことから、当第２四半期

において追加計上したものの、上記売上高の増加とともに、全社をあげて継続的に取り組んでいる不採算工事の徹

底排除、原価管理の強化、種々のコストダウン努力の結果、売上総利益は7,351百万円（前年同期比257百万円減

少）、営業利益は4,243百万円（前年同期比352百万円減少）、経常利益は4,406百万円（前年同期比340百万円減

少）、親会社株主に帰属する四半期純利益は2,999百万円（前年同期比30百万円減少）となり、いずれも前年同期に

次ぐ高い実績をあげることができました。

セグメントの業績は、次のとおりです。なお、セグメントの売上高につきましては、外部顧客への売上高を記載

しております。

（土木事業）

受注高は37,178百万円（前年同期比5.9％増）、売上高は34,276百万円（前年同期比5.9％増）となりました。

売上高のうち工事進行基準による計上額は22,076百万円であり、次期繰越高は53,978百万円となりました。

セグメント利益は2,831百万円（前年同期比18.8％減）となりました。

（建築事業）

受注高は20,577百万円（前年同期比47.3％増）、売上高は11,700百万円（前年同期比7.1％減）となりました。

売上高のうち工事進行基準による計上額は8,816百万円であり、次期繰越高は27,711百万円となりました。

セグメント利益は1,153百万円（前年同期比40.6％増）となりました。

（その他）

売上高は2,781百万円（前年同期比6.2％減）で、その主なものは鉄道関連製品の製造及び販売収入であります。

セグメント利益は251百万円（前年同期比10.8％減）となりました。
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(2)　キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前年度末比13,858百万円増加し、31,689百万円とな

りました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

売上債権の減少等により、営業活動によるキャッシュ・フローは前年同期比7,536百万円収入が増加し12,791

百万円の収入となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

有形固定資産の売却による収入の増加等により、投資活動によるキャッシュ・フローは前年同期比2,433百万

円収入が増加し1,924百万円の収入となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

自己株式の取得による支出の減少等により、財務活動によるキャッシュ・フローは前年同期比767百万円支出

が減少し857百万円の支出となりました。

 

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した、事業上及び財務上の対処すべき

課題について重要な変更はありません。

 

(4)　研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における研究開発費の総額は52百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 138,900,000

計 138,900,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年11月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 36,100,000 36,100,000
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株であります。

計 36,100,000 36,100,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年９月30日 － 36,100,000 － 2,810,000 － 2,264,004
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(6) 【大株主の状況】

  平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－11 4,157 11.52

東日本旅客鉄道株式会社 東京都渋谷区代々木２丁目２－２ 3,659 10.14

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,043 5.66

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 1,214 3.36

日本電設工業株式会社 東京都台東区池之端１丁目２－23 1,088 3.01

資産管理サービス信託銀行株式会
社（証券投資信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－１２ 876 2.43

株式会社常陽銀行 茨城県水戸市南町２丁目５番５号 777 2.15

鉄建建設株式会社 東京都千代田区三崎町２丁目５番３号 770 2.13

東鉄工業社員持株会 東京都新宿区信濃町34ＪＲ信濃町ビル４階 737 2.04

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１－１ 731 2.02

計 ― 16,053 44.47
 

(注) １　上記のほか、当社所有の自己株式が771千株あり、発行済株式総数に対する割合は2.14％であります。

 ２　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口）及び資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）は、信託業務に係る株式です。

 ３　三井住友信託銀行株式会社及びその共同保有者である三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社

及び日興アセットマネジメント株式会社から平成28年８月19日付で関東財務局長に提出された大量保有報告

書（変更報告書）により、平成28年８月15日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けております

が、当社として当第２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状

況には含めておりません。

　　 なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

 

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
(千株)

株券等保有割合
(％)

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 2,562 7.10

三井住友トラスト・アセットマネ
ジメント株式会社

東京都港区芝三丁目33番１号 248 0.69

日興アセットマネジメント株式会
社

東京都港区赤坂九丁目７番１号 105 0.29
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成28年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

771,500
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

35,307,900
353,079 ―

単元未満株式
普通株式

20,600
― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 36,100,000 ― ―

総株主の議決権 ― 353,079 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権20個)含ま

れております。

 ２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式34株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

    平成28年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

東鉄工業株式会社
東京都新宿区信濃町34
ＪＲ信濃町ビル４階

771,500 ― 771,500 2.14

計 ― 771,500 ― 771,500 2.14
 

　

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成28年７月１日から平成

28年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 17,830,238 31,689,143

  受取手形・完成工事未収入金等 69,771,959 41,596,714

  未成工事支出金等 ※１  2,790,173 ※１  7,456,795

  繰延税金資産 1,053,673 1,194,703

  その他 2,784,830 2,667,632

  貸倒引当金 △6,706 △6,663

  流動資産合計 94,224,169 84,598,326

 固定資産   

  有形固定資産 6,312,216 6,328,440

  無形固定資産 199,166 221,819

  投資その他の資産   

   投資有価証券 13,008,232 12,808,757

   その他 2,376,427 2,273,539

   貸倒引当金 △1,963,445 △1,846,381

   投資その他の資産合計 13,421,214 13,235,915

  固定資産合計 19,932,596 19,786,174

 資産合計 114,156,766 104,384,501
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 32,540,117 20,543,141

  未払法人税等 2,942,878 1,593,301

  未成工事受入金 1,354,998 1,741,225

  完成工事補償引当金 532,401 692,012

  工事損失引当金 112,811 267,798

  賞与引当金 1,400,795 1,754,727

  債務保証損失引当金 323,815 －

  その他 8,671,139 9,588,924

  流動負債合計 47,878,956 36,181,131

 固定負債   

  繰延税金負債 1,614,651 1,581,556

  修繕引当金 267,253 365,154

  退職給付に係る負債 759,063 596,272

  資産除去債務 131,773 129,453

  その他 544,521 519,946

  固定負債合計 3,317,263 3,192,384

 負債合計 51,196,220 39,373,515

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,810,000 2,810,000

  資本剰余金 2,351,082 2,351,082

  利益剰余金 53,714,687 55,866,645

  自己株式 △903,202 △903,413

  株主資本合計 57,972,566 60,124,314

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 4,308,507 4,178,934

  退職給付に係る調整累計額 △290,701 △272,634

  その他の包括利益累計額合計 4,017,806 3,906,300

 非支配株主持分 970,172 980,371

 純資産合計 62,960,546 65,010,986

負債純資産合計 114,156,766 104,384,501
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

売上高   

 完成工事高 44,970,712 45,977,086

 付帯事業売上高 2,965,609 2,781,838

 売上高合計 47,936,321 48,758,925

売上原価   

 完成工事原価 38,086,767 39,232,302

 付帯事業売上原価 2,241,231 2,175,350

 売上原価合計 40,327,998 41,407,653

売上総利益   

 完成工事総利益 6,883,944 6,744,783

 付帯事業総利益 724,378 606,488

 売上総利益合計 7,608,322 7,351,272

販売費及び一般管理費 ※１  3,012,720 ※１  3,107,836

営業利益 4,595,602 4,243,435

営業外収益   

 受取利息 2,081 903

 受取配当金 118,670 128,711

 持分法による投資利益 23,210 20,826

 その他 12,792 13,399

 営業外収益合計 156,755 163,841

営業外費用   

 支払手数料 2,238 2

 その他 3,027 970

 営業外費用合計 5,265 972

経常利益 4,747,092 4,406,304

特別利益   

 固定資産売却益 0 956

 債務保証損失引当金戻入額 2,300 －

 その他 － 0

 特別利益合計 2,300 956

特別損失   

 固定資産売却損 1,048 －

 固定資産除却損 73,881 18,446

 その他 － 4,075

 特別損失合計 74,929 22,521

税金等調整前四半期純利益 4,674,462 4,384,739

法人税、住民税及び事業税 1,487,089 1,481,024

法人税等調整額 110,211 △126,418

法人税等合計 1,597,300 1,354,605

四半期純利益 3,077,162 3,030,133

非支配株主に帰属する四半期純利益 47,232 30,290

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,029,930 2,999,843
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

四半期純利益 3,077,162 3,030,133

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 277,889 △141,008

 退職給付に係る調整額 29,514 18,066

 持分法適用会社に対する持分相当額 △2,254 △6,900

 その他の包括利益合計 305,148 △129,842

四半期包括利益 3,382,310 2,900,291

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 3,336,469 2,888,336

 非支配株主に係る四半期包括利益 45,841 11,954
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 4,674,462 4,384,739

 減価償却費 413,243 414,952

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △15,637 △117,106

 賞与引当金の増減額（△は減少） △83,325 353,932

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △112,771 △136,660

 修繕引当金の増減額（△は減少） － 97,900

 受取利息及び受取配当金 △120,752 △129,615

 売上債権の増減額（△は増加） 14,447,460 28,175,244

 未成工事支出金等の増減額（△は増加） △4,181,696 △4,666,621

 仕入債務の増減額（△は減少） △9,450,362 △12,089,603

 未成工事受入金の増減額（△は減少） 858,050 386,226

 その他 315,504 △918,955

 小計 6,744,176 15,754,433

 利息及び配当金の受取額 126,740 132,844

 法人税等の支払額 △1,616,099 △2,771,785

 債務保証履行による支払額 － △323,815

 営業活動によるキャッシュ・フロー 5,254,817 12,791,676

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △1,084,637 △344,465

 有形固定資産の売却による収入 618,627 2,281,700

 その他 △42,749 △12,587

 投資活動によるキャッシュ・フロー △508,759 1,924,647

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 リース債務の返済による支出 △9,776 △8,047

 自己株式の取得による支出 △549,567 △210

 自己株式の売却による収入 1 －

 配当金の支払額 △1,063,352 △847,404

 非支配株主への配当金の支払額 △1,756 △1,756

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,624,449 △857,418

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,121,607 13,858,904

現金及び現金同等物の期首残高 18,706,564 17,830,238

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  21,828,172 ※  31,689,143
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備

及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　この変更による当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。
 

 

（追加情報）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四半

期連結会計期間から適用しております。
 

　

(四半期連結貸借対照表関係)

 

※１　未成工事支出金等の内訳

 

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

未成工事支出金 1,394,904千円 5,018,111千円

未成業務支出金 140,439 437,219 

商品及び製品 421,497 489,689 

材料貯蔵品 833,332 1,511,774 

　　　　計 2,790,173 7,456,795 
 

 

２　偶発債務(保証債務)

下記の金融機関等からの借入等に対し債務保証を行っております。

 
 

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

(銀行借入金保証)   

　従業員(住宅融資制度) 100,324千円 89,662千円

　　　　計 100,324 89,662
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(四半期連結損益計算書関係)

　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

従業員給料手当 998,643千円 1,070,240千円

賞与引当金繰入額 486,630 520,047 

退職給付費用 74,839 73,678 

貸倒引当金戻入額 △15,337 △116,806 
 

 

２ 売上高の季節的変動

前第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 

平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

当社グループの売上高は、土木事業及び建築事業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計

期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、第４四半

期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

現金預金勘定 21,828,172千円 31,689,143千円

現金及び現金同等物 21,828,172 31,689,143
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(株主資本等関係)

　

前第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日
定時株主総会

普通株式 1,065,863 30 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月６日
取締役会

普通株式 565,258 16 平成27年９月30日 平成27年12月７日 利益剰余金
 

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 847,884 24 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月８日
取締役会

普通株式 741,897 21 平成28年９月30日 平成28年12月７日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：千円)

 報告セグメント
その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期連結損益

計算書計上額

（注３） 土木事業 建築事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 32,374,298 12,596,413 44,970,712 2,965,609 47,936,321 － 47,936,321

セグメント間の

内部売上高又は振替高
－ 265,089 265,089 330,165 595,254 △595,254 －

計 32,374,298 12,861,503 45,235,802 3,295,774 48,531,576 △595,254 47,936,321

セグメント利益 3,486,086 820,436 4,306,523 281,509 4,588,033 7,569 4,595,602
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、鉄道関連製品の製造及び販売、不

動産賃貸事業並びに環境事業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額7,569千円は、セグメント間取引消去3,330千円及び固定資産の未実現損益の調整額

4,239千円であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：千円)

 報告セグメント
その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期連結損益

計算書計上額

（注３） 土木事業 建築事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 34,276,507 11,700,578 45,977,086 2,781,838 48,758,925 － 48,758,925

セグメント間の

内部売上高又は振替高
－ 323,437 323,437 320,801 644,238 △644,238 －

計 34,276,507 12,024,015 46,300,523 3,102,640 49,403,163 △644,238 48,758,925

セグメント利益 2,831,456 1,153,447 3,984,904 251,049 4,235,953 7,481 4,243,435
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、鉄道関連製品の製造及び販売、不

動産賃貸事業並びに環境事業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額7,481千円は、セグメント間取引消去3,708千円及び固定資産の未実現損益の調整額

3,772千円であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

１株当たり四半期純利益 85円62銭 84円91銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 3,029,930 2,999,843

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
 四半期純利益(千円)

3,029,930 2,999,843

普通株式の期中平均株式数(千株) 35,388 35,328
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

（自己株式の取得）

当社は、平成28年11月８日開催の取締役会において、以下の通り、会社法第165条第３項の規定により読み替

えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議いたしました。

 
１．自己株式の取得を行う理由

株主還元のさらなる充実を図るため

２．取得の内容

①取得対象株式の種類 普通株式

②取得し得る株式の総数 300,000株（上限）

③株式の取得価額の総額 900,000,000円（上限）

④取得期間 平成28年11月14日から平成28年11月30日まで

⑤取得方法 信託方式による市場買付
 

 

２ 【その他】

第74期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）中間配当について、平成28年11月８日開催の取締役会にお

いて、平成28年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①配当金の総額 741,897千円

②１株当たりの金額 21円

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成28年12月７日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

東鉄工業株式会社(E00112)

四半期報告書

19/20



独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年11月８日

東鉄工業株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員
 公認会計士    北 川   健 二     印

業 務 執 行 社 員
 

 

指定有限責任社員
 公認会計士   阿 部   與 直     印

業 務 執 行 社 員
 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東鉄工業株式会

社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成28年７月１日から平成

28年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東鉄工業株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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